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○介護予防・日常生活支援総合事業とは 
 

  総合事業は、高齢者の介護予防、重度化予防、日常
生活の自立支援を図るため、多様な主体によるサービス
を充実させ、その利用を促進し、介護が必要な状態に
なっても、できる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続
けられるよう、また、自立した日常生活を営まれるよう市
町村が支援し、地域全体で高齢者を支える地域づくりを
促進する事業です。     



総合事業実施の背景 

   ・介護認定率は75歳を超えると、上昇する 

   ・生産年齢人口の減少によるサービスの担い手不足 
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○2025年＇平成37年（には、４人に１人が７５歳以上という時代が到来します。 

○現在の介護保険制度では、介護保険を利用する人がこのまま増加し続ける
と、公費も保険料も増加し続けていきます。 

・社会保障費が膨らみ続ける。 

介護保険制度を維持するため、大幅な制度の見直しが必要 

・限られた収入の中で介護保険料がますます高額となる。 



富田林市の人口推移＇年齢３区分別（ 
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○本市の人口は今後も、年少人口＇0～14歳（や生産年齢人口＇15～64歳（は
減少し、高齢者人口＇65歳以上（が増加する傾向が続いていきます。 

18,434  17,740  17,102  16,564  16,051  15,628  15,090  14,589  14,088  13,695  

81,618  80,491  79,122  78,127  77,197  75,736  73,927  72,260  70,813  69,381  

23,339  24,269  25,273  25,982  26,336  27,197  28,504  29,640  30,700  31,570  

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

０歳～１４歳人口(人) １５歳～６４歳人口(人) ６５歳以上人口(人) 

122,500 121,497 120,673 119,584 118,561 117,521 116,489 115,601 114,646 

123,391 



介護認定者数と認定率＇年齢階級別（ 
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○平成28年12月末時点の65歳以上の人口は32,020人、うち、要介護認定者数は 
  6,531人、全体の介護認定率は20.4％＇第２号被保険者は除く（となってます。 
    75歳を超えると認定率の上昇幅が大きくなっています。 



6 ＇各年度末の数値（ 
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要介護等認定者数の推移 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率(％（ 
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6,569 



介護給付費と介護保険料の推移 
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 介護給付費＇本人負担以外の9割もしくは8割分（は大きく分けて、
公費と保険料で５０パーセントづつ賄われています。 
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国 25% 

府 12.5% 

市 12.5% 

65歳以上の  

保険料 22% 

40歳以上の   

保険料 28% 

介護給付の財源構成 



介護保険制度改正＇平成27年4月（について 

○総合事業にかかる改正のポイント 

    ①要支援者が受けている介護予防給付のうち、「訪問介護」 

      と「通所介護」を、国が行う給付制度から、市町村が行う 

      地域支援事業（に見直し 

     ②介護予防事業の見直し 
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※総合事業で行うサービスを大きく分けると、 
       「介護予防・生活支援サービス事業」 
       「一般介護予防事業」 
   の２つに分類されます。 



介護予防・ 
日常生活 
支援総合 
事業 
(総合事業) 

介護予防・生活
支援サービス
事業 

一般介護予防事業 

訪問型サービス 
＇第１号訪問事業（ 

通所型サービス 
＇第１号通所事業（ 

その他の生活支援サービス 
＇第１号生活支援事業（ 

介護予防ケアマネジメント 
＇第１号介護予防支援事業（ 

・第１号被保険者の全ての者 
・その支援のための活動に関わる者 

＇従来の要支援者（ 

・ 要 支 援 認定 を 受け    
た者＇要支援者（ 

・基本チェックリスト該当
者＇介護予防・生活支援
サービス対象事業者（ 

 
・現行の訪問 
 介護相当 

 
・多様な 
 サービス 

 
・現行の通所 
 介護相当 
 
・多様な 
 サービス 

②介護予防普及啓発事業 

③地域介護予防活動支援事業 

④一般介護予防事業評価事業 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

①介護予防把握事業 

介護予防・日常生活支援総合事業＇総合事業（の構成 

②訪問型サービスA＇緩和した基準によるサービス（ 

①訪問介護 

③訪問型サービスB＇住民主体による支援（ 

④訪問型サービスC＇短期集中予防サービス（ 

⑤訪問型サービスD＇移動支援（ 

①通所介護 

②通所型サービスA＇緩和した基準によるサービス（ 

③通所型サービスB＇住民主体による支援（ 

④通所型サービスC＇短期集中予防サービス（ 

①栄養改善の目的とした配食 

②住民ボランティア等が行う見守り 

③訪問型サービス、通所型サービスに準じる
自立支援に資する生活支援＇訪問型サービ
ス・通所型サービスの一体的提供等（ 

※市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス
内容を検討する。 
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訪問看護、福祉用具等 
（※全国一律の人員基準、運営基準） 

 
 

介護予防給付 

介護予防・生活支援サービス事業対象者 要 支 援 者 

総 合 事 業 

要支援認定 

一般介護予防事業＇要支援者等も参加できる住民運営の通いの場の充実等。全ての高齢者が対象。（ 

一般高齢者等 

地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを実施 

【参考】総合事業の概要 

○ 訪問介護・通所介護以外のサービス＇訪問看護、福祉用具等（は、引き続き介護予防給付によるサービス提供を継続。   

○ 地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジメントに基づき、総合事業＇介護予防・生活支援サービス事業及び一般介護

予防事業（のサービスと介護予防給付のサービス＇要支援者のみ（を組み合わせる。 

○ 介護予防・生活支援サービス事業によるサービスのみ利用する場合は、要介護認定等を省略して「介護予防・生活支援サー

ビス事業対象者」とし、迅速なサービス利用を可能に＇基本チェックリストで判断（。 

※ 第２号被保険者は、基本チェックリストではなく、要介護認定等申請を行う。 

介護予防・生活支援サービス事業＇総合事業（ 
①訪問型・通所型サービス 
②その他の生活支援サービス＇栄養改善を目的とした配食、定期的な安否確認・緊急時の対応 等（ 

 ※事業内容は、市町村の裁量を拡大、柔軟な人員基準・運営基準 

従 来 の 要 支 援 者 
基本チェックリスト※で判断 

1
1 11 



 サービスの類型 

①訪問型サービス  
※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。 

○ 訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。 
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保
健・医療の専門職が短期集中で行うサービス、移動支援を想定。 

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス 

サービス 
種別 

①訪問介護 ②訪問型サービスＡ 
＇緩和した基準によるサービス（ 

③訪問型サービスＢ 
＇住民主体による支援（ 

④訪問型サービスＣ 
＇短期集中予防サービス（ 

⑤訪問型サービスＤ 
＇移動支援（ 

サービス 
内容 

訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等 
住民主体の自主活動と
して行う生活援助等 

保健師等による居宅
での相談指導等 

移送前後の生活支
援 

対象者と
サービス
提供の考
え方 

○既にサービスを利用しているケースで、
サービスの利用の継続が必要なケース 
○以下のような訪問介護員によるサービ
スが必要なケース 
＇例（ 
・認知機能の低下により日常生活に支障がある
症状・行動を伴う者 
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的サービ
スが特に必要な者 等 
 

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利
用を促進していくことが重要。 

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等
「多様なサービス」の利用を促進 

・体力の改善に向けた
支援が必要なケース 
・ADL・IADLの改善に向
けた支援が必要な
ケース 
 
※3～6ケ月の短期間で行う 

  
訪問型サービスＢ 

に準じる 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助＇助成（ 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準 
個人情報の保護等の 
最低限の基準 

内容に応じた 
独自の基準 

サービス 
提供者＇例（ 

訪問介護員＇訪問介護事業者（ 主に雇用労働者 ボランティア主体 
保健・医療の専門職 

＇市町村（ 

○ 要支援者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業で多様なサービスを提供していくため、市町村
は、サービスを類型化し、それに併せた基準や単価等を定めることが必要。 
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基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス＇案（ 

サービス 
種別 

①訪問介護相当サービス 
②訪問型サービスＡ 
＇緩和した基準によるサービス（ 

③訪問型サービスＢ 
＇住民主体による支援（ 

④訪問型サービスＣ 
＇短期集中予防サービス（ 

⑤訪問型サービスＤ 
＇移動支援（ 

サービス 
内容 

訪問介護員による 
身体介護、生活援助 

生活援助に係るもののみ 
＇老計10号に規定する範囲
の内、生活援助に係るもの（ 

住民主体の自主活動
として行う生活援助等 

保健師等による居宅での 
相談指導等 

移送前後の 
生活支援 

対象者と 
サービス 
提供の 
考え方 

〇既にサービスを利用し
ているケースで、サービ
スの利用の継続が必要
なケース 

 
〇「多様なサービス」の 
 利用が難しいケース 
 
●介護予防ケアマネジメン
ト 「Ａ」でサービス調整 

 
※状態等を踏まえながら、
多様なサービスの利用
を促進していく。 

●介護予防ケアマネジメント 
  「Ａ」でサービス調整 

●サービスＢのみ 
 利用の場合は、 
 介護予防ケアマネ 
   ジメント「Ｂ」 
 でサービス調整 

☆富田林市ケア方針検討会で 
 必要と認めたケース 
 
○「介護予防」「生活支援」 
 「社会参加」に向けた支援が
必要なケース 

○ＡＤＬ・ＩＡＤＬの改善に向けた
支援が必要なケース 

 
●介護予防ケアマネジメント 
  「Ａ」でサービス調整 
 
※3～6ヶ月の短期間で行う 

－ 

〇状態等を踏まえながら、住民主体による支援等 
「多様なサービス」の利用を促進 
 

実施方法 事業者指定 事業者指定 直接実施／委託 

サービス
提供者 

訪問介護事業所の従事者 
第１号訪問介護事業所の 
従事者＇市が指定する研修

修了者を含む（ 
－ 

歯科衛生士・管理栄養士・ 
 作業療法士等の専門職 

利用者 
負担 

単価の１割 
＇または２割（ 

単価の１割 
＇または２割（ 

－ 無料 

訪問型サービス＇第1号訪問事業（の類型 

※平成29年度 
以降に検討 

※平成29年度 
以降に検討 
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基準 現行の通所介護相当 多様なサービス 

サービス 
種別 

① 通所介護 
② 通所型サービスＡ 

＇緩和した基準によるサービス（ 
③ 通所型サービスＢ 
＇住民主体による支援（ 

④ 通所型サービスＣ 
＇短期集中予防サービス（ 

サービス 
内容 

通所介護と同様のサービス 
生活機能の向上のための機能訓練 

ミニデイサービス    
運動・レクリエーション 等 

体操、運動等の活動な
ど、自主的な通いの場 

生活機能を改善するための
運動器の機能向上や栄養改
善等のプログラム 

対象者と 
サービス提
供の考え
方 

○既にサービスを利用しており、サービスの利用の
継続が必要なケース 
○「多様なサービス」の利用が難しいケース 
○集中的に生活機能の向上のトレーニングを行うこ
とで改善・維持が見込まれるケース 
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進してい
くことが重要。 

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多
様なサービス」の利用を促進 

・ADLやIADLの改善に向けた
支援が必要なケース 等 
 
※3～6ケ月の短期間で実施 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助＇助成（ 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準 
個人情報の保護等の 
最低限の基準 

内容に応じた独自の基準 

サービス 
提供者＇例（ 

通所介護事業者の従事者 
主に雇用労働者 

＋ボランティア 
ボランティア主体 

保健・医療の専門職 
＇市町村（ 

②通所型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。 

○ 通所型サービスは、現行の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。 

○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保
健・医療の専門職により短期集中で行うサービスを想定。 

③その他の生活支援サービス  

○ その他の生活支援サービスは、①栄養改善を目的とした配食や、②住民ボランティア等が行う見守り、③訪
問型サービス、通所型サービスに準じる自立支援に資する生活支援＇訪問型サービス・通所型サービスの一
体的提供等（からなる。 
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基準 現行の通所介護相当 多様なサービス＇案（ 

サービス 
種別 

①通所介護相当サービス 
②通所型サービスＡ 
＇緩和した基準によるサービス（ 

③通所型サービスＢ 
＇住民主体による支援（ 

④通所型サービスＣ 
＇短期集中予防サービス（ 

サービス 
内容 

介護予防通所介護と同様の 
サービス。生活機能の向上の 
ための機能訓練 

○運動プログラム 
○自立支援プログラム  等 
※サービス提供３時間程度を想定 

体操、運動等の活動など、
自主的な通いの場 

運動器の機能向上、栄養改善、口腔
機能向上を目的としたプログラム 

対象者と 
サービス 
提供の 
考え方 

〇既にサービスを利用している
ケースで、サービスの利用の継
続が必要なケース 

 
〇「多様なサービス」の利用が 
 難しいケース 
 
●介護予防ケアマネジメント 
「Ａ」でサービス調整 

 
※状態等を踏まえながら、多様な
サービスの利用を促進していく。 

●介護予防ケアマネジメント「Ａ」 
 でサービス調整 

●サービスＢのみ利用の  
 場合は、介護予防ケアマ  
 ネジメント「Ｂ」でサービス 
 調整 

○「介護予防」「生活支援」 
 「社会参加」に向けた支援が 
 必要なケース 

○ＡＤＬ・ＩＡＤＬの改善に向けた支援
が必要なケース 

 
●介護予防ケアマネジメント「Ａ」で 
 サービス調整 
 
※3ヶ月＇１クール１２回（で実施 

〇状態等を踏まえながら、住民主体による支援等 
「多様なサービス」の利用を促進 
 

実施方法 事業者指定 事業者指定 委託 

サービス
提供者 

通所介護事業所の従事者 
第１号通所介護事業所の 

従事者＇自立支援リーダー養成研
修会修了者、ボランティアを含む（ 

歯科衛生士・管理栄養士・ 
 健康運動指導士等の専門職 

利用者 
負担 

単価の１割 
＇または２割（ 

単価の１割 
＇または２割（ 

無料 

通所型サービス＇第1号訪問事業（の類型 

※平成29年度 
以降に検討 
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一般介護予防事業 

○介護予防普及啓発事業 

  介護予防教室、健康教室＇認知症予防教室、若さ・健康・ 

      体力アップ教室、膝痛改善教室（、ぼっちら教室 

16 

○地域リハビリテーション活動支援事業  

  リハ職が介護予防の取り組みを総合的に支援 

○地域介護予防活動支援事業 

  地域介護予防普及教室、介護予防サポーター養成講座 
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総合事業 Ｑ＆Ａ 

Ｑ１． これまでの介護保険サービスと総合事業は何が違うの？ 
Ａ１.  これまで要支援認定を受けた方に対して全国一律の基準で実施していた介護 
   予防サービスのうち介護予防訪問介護と介護予防通所介護が富田林市の事業 
   として実施します。これにより市独自基準のサービスが行えるようになりました。 

Ｑ２.   総合事業にはどんなサービスがあるの？ 
Ａ２.   市の事業に移行する、介護予防訪問介護と介護予防通所介護は、これまでと 
   同じ 国基準のサービスに加え、富田林市では、緩和した基準によるサービスや 
   短期集中型のサービスを実施します。 

Ｑ３． 総合事業のサービスを利用するにはどうすればいいの？ 

Ａ３． 各圏域のほんわかセンターにご相談ください。 

   ほんわかセンター等が、基本チェックリストによる聞き取りを行い、適切なサービス 

  を一緒に考えます。 
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Ｑ５．  出来るだけ介護認定させないように、単価が安いサービスに誘導させられるの 

        では？ 

Ａ５． 要介護認定の手続き希望される場合は、介護認定申請を選択できます。「総合 

   事業」によるサービス提供のみを希望する場合は、  基本チェックリストによる判定 

   を実施し「事業対象者」として  該当すれば、サービス利用ができます。この場合、 

   認定申請手続き を省略することが可能です。 

Ｑ６． 住宅改修や福祉用具の貸与は利用できるの？ 

Ａ６．  住宅改修や福祉用具の貸与に限らず訪問看護等のサービスを利用するには、 

   要介護＇要支援（認定を受けることが必要です。 

Ｑ４． 要支援認定の更新の時期が来れば強制的に市の独自基準のサービスに移行 
   させられるの？ 
Ａ４． 総合事業では、国基準の介護予防相当サービスが残ります。介護予防相当 
        サービスは現在利用しているサービスと基本的に変わりありません。 
    また、市が強制的に独自基準のサービスに誘導するようなことはありません。 


